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○林久美子君 民主党の林久美子でございます。 

 どうぞ、本日はトップバッターということでございますが、皆様よろしくお願いを申し

上げます。 

 さて、完全デジタル化を前に、テレビの世界も新しい時代に入ったということになるか

と思います。そうした中で、ＮＨＫさんは、今更申し上げるまでもなく、国民の皆様から

の受信料によって経営をしていらっしゃるということで、新しい時代に向けた新しい経営

の在り方もこれから問われていくことになるのではないかなというふうに感じております。

本日は、そうした思いで御質問をさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、まず受信料の収入の見込みについてお伺いをさせていただきたいと思います。 

 平成二十一年度から二十三年度の経営計画では、平成二十二年度は受信料収入を六千六

百四十億円とされておりました。しかし、今回提案されている平成二十二年度の予算案に

おきましては、受信料収入を経営計画よりも九十億円も少ない六千五百五十億円と見込ん

でいらっしゃいます。 

 この受信料収入の見込みが大きく下回るということは、経営計画そのものにも大きな影

響を与えるのではないかというふうに考えるところでございますが、まずは、この予算案

の受信料収入が経営計画よりも九十億円も低くなっている、そのことについての理由をお

伺いをさせていただきたいと思います。 

 

○参考人（福地茂雄君） 御指摘のとおり、明平成二十二年度の収納計画は六千五百五十

億円でございまして、これは過去最高ではございます。しかし、御指摘のとおり計画に比

べますと九十億円低くなっております。 

 大変予測の幅を大きく超える景気変動によりまして、一番大きな原因といたしましては、

生活保護世帯、ここの皆さんの受信料免除、これの増加が極めて急速に増加をしておりま

す。例えば、平成十六年、十七年、十八年、十九年、この四年間は前年度に対して大体五

万世帯ずつ増えておりました、この生活保護世帯が。それが昨年度は何と十七万世帯増え

ました。今年は二十万世帯増えました。これは予測の幅を大きく超えるものでありまして、

当初の収納計画どおりいかなかったというのはこの辺が大きく影響しております。来年に

ついても予測を許しませんが、恐らく十五万世帯前後は増加するんではないか。 

 ただ、私どもはこれをもってよしとするのではございません。やはり当初の計画に向け

て、契約活動とそれから収納活動を積極的に取り進めていく。ただ、当初の予定をそのま

ま掲げまして支出計画を立てますと後に大きなそごを来します。そういったことで、当初

を九十億円下回る計画を提出したわけでございます。 

 以上でございます。 



 

○林久美子君 景気の低迷に伴って受信料の免除申請をされる生活保護世帯が増えたこと

が大きな原因であると、これから先を見通して、そのままでいくと収支も合わなくなるし

大変なことになるので今回は低く抑えたんだという御答弁だったかというふうに思います。 

 しかしながら、そういった現状に対応していくという一方で、経営計画では平成二十四

年度から受信料を一〇％還元をするんだということを提言をしていらっしゃいます。これ

だけ今おっしゃったような厳しい状況の中で、この一〇％の還元というのが本当に可能な

のかどうか、実現できるのかどうかということについてはいかがでしょうか。 

 

○参考人（福地茂雄君） まず、三か年計画の考え方でございますけれども、私どもとい

たしましては、まずはこの三か年計画を達成するということがまず第一の目標でございま

す。三か年計画自体は、放送の充実でありますとか、公平負担に向けた支払率の上昇であ

りますとか、あるいは関連団体の問題でありますとか、組織風土の、何といいますか改革、

そういったことでございます。 

 そういったことと同時に効率化を進める。効率化を進めた結果として三か年計画が達成

された暁には、一〇％の受信料の還元が可能であるという経営委員会の修正動議に基づき

まして決定いたしました。私どもは、現在が大変厳しい状況ではありますけれども、まだ

三か年計画の初年度でございます。この実現に向けて努力をしてまいる所存でございます。 

 以上でございます。 

 

○林久美子君 それでは、この経営計画が達成できなかった場合、仮に、こうした場合に

は一〇％還元は実現されないということになるんでしょうか。 

 

○参考人（福地茂雄君） まずは、ＮＨＫ八十数年の歴史の中で今まで受信料を下げたこ

とがございません、受信料の引上げはございましたけれども。そういった状況の中で、こ

の受信料一〇％の引下げというのは極めて大きな議決であることには違いありませんけれ

ども、まずは私どもは三か年計画を達成していく。ただ、ＮＨＫにはストックがあります、

その繰り越してきた。このストックというのは、私はあくまでもストックは一時的な支出

に備えるものであって、受信料の引下げというのは毎年毎年その収入と支出の差額の中か

ら引下げが可能だと、そういうフローの中で私は受信料の引下げを行うのが考え方であろ

うというふうに思っております。 

 そういったことで、この三か年計画の達成がおぼつかないようでありましたらそういっ

たことも可能でありますけれども、まずはまだ、初年度は明日で終わるわけです、あと二

年間全力を投入して達成できるように努力するというのが私どもの覚悟でございます。 

 以上でございます。 

 



○林久美子君 それでは、一〇％還元の方法としては、具体的には受信料を下げるという

ことで考えているということなんだろうとは思うんですね。しかしながら、経営計画が達

成できなかった場合にはまた違った判断ももしかしたら出てくるかもしれないが、まずは

経営計画を達成することに全力を傾けたいということなのだと思います。 

 ただ、やはり現場の皆さんも非常に御努力をいただいて、経費節減の中で質のいい番組

を作ろうと取り組んでいらっしゃるということはもう重々承知をいたしておりますが、や

はりそれをＮＨＫさんそのものを支えてくださっている視聴者の皆さんに還元をしていく

と。これまで八十年の歴史の中で受信料を下げたことはないんだという御答弁ございまし

たけれども、やはりそれは果敢な歩みを進めていただきたいということを切に私の方から

はお願いをさせていただきたいというふうに思います。 

 それでは、変わりまして、次に経営委員会についてお伺いをさせていただきたいという

ふうに思います。 

 今の質疑の状況を御覧いただいてもお分かりいただけますように、受信料もなかなか景

気が悪くなって徴収が思うように進まない、あるいは一方で質のいい番組を作ろうと思う

とそれなりのやはり経費も掛かってくる、デジタル化も控えているということで、いろん

な障害を乗り越えながら、なおかつ受信料を納めてくださっている視聴者の皆さんにこた

える放送をしていこうということで御努力をいただいておりますし、より一層の御努力を

ＮＨＫさんにはいただかないといけないというふうに思っておりますが、やはりＮＨＫさ

んの特徴というのは、受信料に支えてもらっているという公共性、ひときわ高い公共性に

あるんだというふうに思っております。 

 そうした観点から考えますと、我々の携わっている政治が税金を納めてくださっている

国民の皆様の生活実感と余り乖離をしてはいけない、なるべくならその生活実感をきちっ

と反映をした政策を、政治をしていかなくてはならないというのと同様に、ＮＨＫさんの

経営そのものについても、やはり受信料を納めてくださっている皆さんの感覚となるべく

フィットをする、マッチをする、そういう経営でなくてはならないんだというふうに私は

思っております。 

 そうした中で、ＮＨＫさんの中には経営委員会というものが置かれています。経営委員

会とは放送法によって位置付けられているんですが、協会の経営に関する基本方針などの

議決を行う機関であるというふうになっております。委員は十二人、任期は三年、そして

委員は再任されることができるということになっております。 

 そこで、お伺いをいたします。この経営委員会なんですが、平成二十一年度は何回開催

をされたでしょうか。 

 

○参考人（小丸成洋君） 皆様おはようございます。経営委員長の小丸でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 まず、林委員の御質問でございます。 



 基本的に経営委員会は月に二回開催をいたしております。必要に応じて臨時に開催する

こともございます。平成二十一年度につきましては定例の開催が二十三回ございました。

また、臨時に一回開催しておりまして、計二十四回でございます。なお、二日間にまたが

って開催する場合もございますので、二十五日というふうに御理解していただければと思

います。よろしくお願いします。 

 

○林久美子君 二十五日間というお答えでございました。 

 委員会の開催時間をちょっと事前に私お話を聞かせていただいておったんですが、一回

当たり三、四時間というのが通例のようにお見受けをいたしております。二十五回開催を

されて、一回当たりの会議時間が三、四時間ということになるわけでございますけれども、

経営委員会の方は、委員の方は十二人いらっしゃるわけですが、そのうち何人の方が常勤

で、何人の方が非常勤なのかと、常勤、非常勤の方のそれぞれの報酬の額をお教えいただ

いてもよろしいでしょうか。 

 

○参考人（小丸成洋君） 今、経営委員会は十二名でございまして、常勤が一名おります。 

 先ほど林先生おっしゃったんですけれども、大体三時間から六時間、少なくとも四時間

から六時間ぐらいの会議をやっておりまして、これには会議の前の打合せ等も含みますの

で、あるいはまた地方から出席される委員の移動時間はそれには含まれておりませんので、

参考までに申し述べたいと思います。 

 それから、報酬の件でございますけれども、常勤の委員は月額百四十一万円で、期末報

酬を含め年間報酬は二千二百五十六万円でございます。それから、非常勤につきましては、

月額三十一万六千円から三十九万六千円で、期末報酬を含め年間報酬は五百六万から六百

三十三万円となっております。なお、監査委員を兼務している経営委員につきましては、

非常勤の委員のみ月額報酬十五万八千円を加算をしております。 

 以上でございます。 

 

○林久美子君 常勤の方がお一人、非常勤の方が十一人と。常勤の方は二千二百万円を超

える報酬、非常勤の方は五百六万円から六百九十六万円でございましたね。開催時間は、

今六時間というお話もありましたが、私が調べたところによると、二十五回のうち六時間

の会議をしていらっしゃるのは三回しかございません。おおむね四時間ぐらいというとこ

ろでしょうか。 

 となりますと、一番非常勤の方で報酬の少ない五百六万円の方をモデルに考えても、一

回当たり会議二十一万円、四時間ぐらいしたときに一時間当たり五万円の報酬が支払われ

ているという計算になるわけでございます。こうした報酬の金額というのはどこで決めら

れているんでしょうか。 

 



○参考人（小丸成洋君） 報酬は、放送法にのっとりまして経営委員会の方で議決をして

おります。 

 

○林久美子君 それでは、この報酬の原資となっているのは何でしょうか。 

 

○参考人（小丸成洋君） 受信料でございます。 

 

○林久美子君 国民の皆さんが苦しい中から支払ってくださっている受信料で、何度も申

し上げますが、ＮＨＫさんは放送を作っていらっしゃいます。それだけ公共性も担ってい

らっしゃるということなんだと思います。そして、その受信料から経営委員の皆さんの報

酬も支払われていると。メンバーはそれぞれ、経歴を拝見しましたが、大変に立派な皆さ

んであるというふうには思います。 

 しかしながら、この報酬の金額が受信料を払ってくださっている多くの視聴者の皆さん

の理解を得られるかどうかという、やはりそういう真摯な判断も私は必要ではないかと思

いますが、その点についてはいかがお考えでしょうか。 

 

○参考人（小丸成洋君） 放送法が平成二十年の四月に、改正によりまして、経営委員会

の監督権限というものを明確化するなど、ガバナンスの強化が図られております。あわせ

て、経営委員の職責はますます実は重くなっております。御理解していただきたいと思い

ます。 

 また、経営委員の活動は月に二、三回の会議だけでなく、視聴者のみなさまと語る会と

いうのがございまして、そういった会にも出席をしなければなりません。本部役員やまた

地域の放送局長との打合せ等も含めて、経営委員相互の打合せなど、また事前に経営委員

会の資料の確認ということもございます。 

 経営委員の報酬は、その重責の重さとこれらの活動を勘案して、私は妥当だと今考えて

おるところであります。 

 

○林久美子君 経営委員の皆さんの職責はますます重くなられるということでございまし

た。 

 ただ、私は思うんですね。この世の中、どんな仕事に関しても重い軽いはないと思って

います。それぞれの人たちがみんなそれぞれに一生懸命責任を感じながら社会のために働

いてくださっているというふうに思っております。そうした意味では、今本当に朝から夜

まで働いても食べていくのにままならない方たちがたくさんいらっしゃいます。年収が二

百万円にも満たない人がたくさんいらっしゃいます。家庭を持ちたいと思っても持てない

若者もたくさんいます。 

 そうした現状を考えたときに、今適正だというお話もございました。職責が重いからだ



というお話もございました。打合せもあるんだというお話もございましたけれども、でも、

そんなことはみんなすべての働く皆さんがやっていらっしゃることであると私は思います

けれども、その点に関して改めて御見解をお伺いをしたいと思います。 

 

○参考人（小丸成洋君） 委員のおっしゃることは十分に分かっております。しかしなが

ら、経営委員の皆さん方は、やはり本業の仕事も持っていらっしゃいます。その中での仕

事、移動もございます。また、海外へ出られたときも自主的にその現地の局に行かれたり、

いろんな活動をされております。そういった観点から、私は責任を持った仕事を我々、私

も含めてやっているつもりでございますので、どうぞ御理解をしていただきたいと思いま

す。 

 

○林久美子君 そこはやや見解の相違もあるようでございますけれども、これ以上お話を

しても先には進まないと思いますので。 

 一つだけ、放送法の中に第三十条の二という項目がございます。これは、協会は、その

役員の報酬及び退職金並びにその職員の給与及び退職金の支給の基準を決めという文言が

ございます。この役員というのは経営委員会の委員の方も含まれるということでございま

す。これは、この法律から読みますと、ＮＨＫさんそのものもこうした基準を定める権限

を持っていらっしゃるということでございますので、しっかりとこの点についてはＮＨＫ

さんとしても御検討いただきたいということを私からお願いをさせていただきたいと思い

ます。 

 残り時間わずかでございますので、二つ質問を用意しておったんですが、一つにまとめ

てお伺いをさせていただきたいと思います。今の経営委員の報酬のこともそうなんですが、

国民の皆さんから理解を得るという観点からもう一点だけ御指摘をさせていただきたいと

いうふうに思います。 

 ＮＨＫさんにはコールセンターというのがございます。様々な窓口を設けて、視聴者の

皆さんからいろいろな御意見を賜ったり、受信料についてのお問い合わせをお受けされる

窓口でございますが、今は視聴者コールセンターというところと営業センターのコールセ

ンターという二か所があるわけでございます。視聴者の方のお問い合わせのほとんどは通

話料無料ではなくて有料のダイヤルになっておりますが、一つだけ通話料が無料になるダ

イヤルがございます。これは何に関するダイヤルでしょうか。 

 

○参考人（大西典良君） お答えを申し上げます。 

 ＮＨＫでは、現在、受信契約のお申込みや御転居等の連絡、放送受信契約の受付と、そ

れから衛星デジタル放送の受信設置確認メッセージの消去連絡の受付の二つについては無

料のフリーダイヤルになっています。 

 



○林久美子君 今二つというお話がございまして、これはかちっと一つにまとめられてい

るダイヤルでございますので、実質一つということになろうかと思うんですが。要は、契

約してくれる電話については無料だよということで、これもちょっといかがなものかなと

私正直思いますので、その点についても、もう時間がございませんのでこれ以上申し上げ

ませんが、しっかりと検討をしていただいて、受信料を納めてくださっている何せ国民の

皆様あってのＮＨＫさんであるという原点を忘れることなく、これからも質の良い番組の

放送、質の良い経営に努めていただきたいということをお願いを申し上げまして、私の質

問とさせていただきます。 

 ありがとうございました。 

 


